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図表  2-1 現状分析のまとめ  
企業を取り巻く近年の
IT 動向  
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することで、高い IT 投資効果が見込める。  
出所：筆者作成  
 
3 先行研究レビュー  
本節では、多くの中小企業が課題と認識している効果的な IT 投資に資する
と考えられる、 IT 投資マネジメント、リスクと重要性を軸とした IT 投資分類
および IT 投資と生産性に関する先行研究について考察する。  
(1) IT 投資マネジメントに関する先行研究  
松島 (2007)は、IT 投資に対する費用対効果分析のモデル化に関する問題点は、
「前提や仮定の多さ」「モデルの複雑化」「調査時間と工数」「不確実な要因の増
大」の 4 点であるとし、投資の経済性による効果分析の限界を指摘している。 
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②  合意形成モデル  
松島 (1999,2007)は、 IT 投資マネジメント分析においては、経営者が情報シ
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されるとしている。  
また、松島 (2013)は、上記モデルに、経営者から利用部門への IT 投資目 説
明、利用部門から情報システム部門への IT 化要求、情報システム部門から経
営者への IT 活用による業務改革提言のプロセスを加え、 IT 投資の合意形成は
単に一方通行的なプロセスではなく双方向性を有しながら成されているとし、
従来のモデルを発展させている。図表 3-2 は、IT 投資マネジメントにおける合
意形成モデルとその発展形を図示したものである。  
 





③  中小企業の実態に適合した合意形成モデル  
吉本 (2018)は、「 IT 投資を効果的に持続させている中小企業は，投資の意思
決定に関して，経営者のみならず，社内外のさまざまな企業・機関と連携しな
がら合意形成している。」との仮設を設定し、国が IT 経営実践認定企業に選出
した全国の 304 社に対して仮説検証のためのアンケート分析を実施した。  
その結果、 IT 投資の意思決定には、合意形成モデルでの 3 者と IT ベンダが
連携しながら関与する形が基本であり、状況に応じて社外の組織や機関を補完
的に活用する形態が効果的であると結論づけ、合意形成モデルを中小企業の実
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ティカル -コンテキスト領域への投資においても得られるといえる。  
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こそが「攻め」の IT 投資であり、「攻め」の IT 投資こそがイノベーションの源
泉であるがゆえに労働生産性向上などの効果をもたらすといえるだろう。  
 
図表  3-5 「攻め」と「守り」の IT 投資領域とフレームワークとの関係  
 
出典：横田 (2013)を基に筆者作成  
 
























































































































図表  3-6 IT による生産性向上の効果  
 































































































基本データ  資本金：13 百万円  従業員数：166 名  創立：1973 年 1 月  
事業概要  産業用建築物における金属屋根鋼板の接合金具の製造・販売  
導 入 シ ス テ ム
概要  

















導入効果  業務面では、快速見積システム導入後は、3 日かかっていた
見積作業が社内工数ゼロで 5 分まで短縮。  
業績面では、システム導入前後の 2011 年と 2014 年の比較
では、売上高は約 2 倍に、そして経常利益は 8.5 倍を計上。






















基本データ  資本金：60 百万円  従業員数：110 名  創立：1974 年 10 月  
事業概要  精密機械加工部品の製造・販売  
導 入 シ ス テ ム
概要  









2. グループウェア  
顧客管理、文書管理および社内コミュニケーションの活
性化に利用。  





導入効果  業務面では、生産計画作成工数は 1 日当たり延 16 時間から
7 時間に短縮し、受注から日程計画確定は 48 時間から 24 時
間に半減、見積回答は 48 時間以内に短縮した。  
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基本データ  資本金：534 百万円  従業員数：196 名  創立：1980 年 9 月  
事業概要  建設プロジェクトのコンストラクションマネジメント  
導 入 シ ス テ ム
概要  































業績面においては、過去 5 年間の売上げの伸びは約 3 倍超、
公共機関、大企業からの直接受注は売上粗利益ベースで
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Strengthening industrial competitiveness is positioned as an urgent issue in Japan, and 
expectation is raised for improving productivity utilizing IT under the name of “Productivity 
Revolution”. However, there are few small and medium enterprises (SMEs) that utilize IT 
to practice improving the productivity of the entire enterprise.
In this paper, I review previous research on ”IT investment management”, ”IT investment 
classification centered on risk and identity”, ”IT investment and productivity”. Based on the 
review results, I set up four analysis viewpoints ”Organizational approach and utilization of 
external resources”, ”Mission criticality of investment target”, ”Company-wide information 
sharing” and ”Investment impact other than financial one”. Finally, based on the set analysis 
viewpoint, I analyze three cases of companies practicing IT management and consider IT 
investment conditions that contribute to improvement of productivity of SMEs.
Key Words : Small and Medium Enterprises, IT Management, IT Investment Management, 
Impact of IT investments, IT investment and Productivity, Core/Context Analysis 
Framework
IT investment conditions in small and  
medium enterprises: Focusing on IT  
management case analysis
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